The Comprehensive Study on the Development and Challenges of Education Plan in Nepal by ギミル, ハリ・パラサド & GHIMIRE, Hari prasad
ネパールにおける教育計画の展開と課題に関する総合的研究
The Comprehensive Study on the Development and Challenges of Education Plan in Nepal
ギミル・ハリ・パラサド
Ghimire Hari prasad
要旨　本稿は、ネパールにおける教育計画の歴史的展開について記述し、教育の課題を明
らかにすることを目的とする。国際社会によって 2000 年に設定された、2015 年までの
目標に対する教育省と国家計画委員会が策定した教育計画などを活用し、ネパール政府
が行った教育計画を分析する。その結果、小学校への就学率および全体的な識字率は
上がったが、就学率はまだ 100% ではなく、社会的に恵まれてない人々の就学率および
教育の全体的な質が低いことが明らかになった。そのために、社会的に恵まれてない
人々の就学率と教育の質向上に向けて今後の方策を策定することが望ましい。
はじめに
　ネパールでは、1951年にラナ家が終了し 1、一般の国民も教育を受けられるようになった。
その後、学校教育を行うために、教育省の設置（1951年）がなされ、国家計画・教育計
画（1956年）、新教育計画（National Education System Plan = NESP）（1971年）、基礎教育・
初等教育マスタープラン（1991年）、万人のための教育国家行動計画、2004-2009年（Edu-
cation for All, National Plan of Action = EFA NPA）（2003年）、学校セクター改革計画 2009-
2016年（School Sector Reform Plan = SSRP）（2009年）などが策定された。
　1951年から 2016年までの 65年間に、小学校への就学率は、0.9%から 96.6%までに、
また識字率は 2%から 65.9%までに上がった。しかしながら、財政問題のほか、校舎・ト
イレなどのインフラ設備、教員の説明責任の欠如など、教育の質が低く、留年やドロップ
アウトが多いこと、カリキュラムの質、貧困のための不登校、国民の教育に関する必要性
の認識不足、教材・教科書の部分的な配分の遅れ、コミュニティ参加の持続性、コミュニ
ティ学校のモニタリングおよび評価、母語による基礎教育、地域的格差などの問題がある。
　本論文の目的は、2000年に国際社会により策定された、万人のための教育（Education-
al For All = EFA）ダカール目標とミレニアム開発目標（Millennium Development Goals 
= MDGs）の第 2の目標に対し、ネパール政府が行ったいくつかの教育計画を概観し、
その展開と課題を明らかにすることである。
　教育分野を取り上げた理由は、4つある。1つ目は、2015年に制定された憲法が、教育
を基本的な人権として、無償の基礎教育を義務づけているからである。2つ目は、ネパー
ル国民の一人当たりの所得は、US$750（2016年）であり、教育を行うことによって、国
民の所得を上げ、国家の経済発展を望めるからである。3つ目は、ネパール政府が質の高
い教育を保証することで、国内および国際社会において競争力のある国民を育成し、2022
年までに後発途上国（Least developed country = LDC）から発展途上国（Developing 
1　 ラナ家とは、1846年ハヌマンドカ内の虐殺事件を機に、ネパールの絶対権力を握り、国家を支配した宰相の
系譜であり、宰相の地位を代々世襲し、1951年までに続いた。
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Country = DC）になることを目指しているからである。4つ目は、持続可能な開発目標
（Sustainable Development Goals = SDGs）の第4の目標を達成に向けて、ネパール政府が、様々
な方策を行なっている。
　本論文の研究方法は、主に文献サーベイに依拠し、ネパールの教育の実態を知るため、
国内に関しては、教育省と国家計画委員会によって公表されている一次資料と共に、教育
開発に関する著書、論文、報告書、新聞などの二次資料を活用するものである。海外から
の援助や評価に関しては、主要なドナーである世界銀行（Word Bank）、アジア開発銀行
（Asian Development Bank = ADB）、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooper-
ation Agency = JICA）などの公式文書や報告書など実務で用いられている一次資料を参考
にする。
　ネパールの教育の実情と課題に関する先行研究は、以下の通りである。Timilsina T.
P.（2008）は、コミュニティ・スクールの教員について研究を行い、学校では、校長と教
員との間に葛藤があり、多くの教員は、学校を政治化し、教育学習活動に影響を与える政
党のマニフェストに近い組合と提携をしていると指摘する。その結果、各政党の強力な政
治的影響、教員の欠勤がコミュニティ・スクールの質を妨げる要因になっていることを明
らかにしている。
　Peshal Khanal（2013）は、ネパールにおけるコミュニティ・スクールの政策意図と政策
実施の間のギャップについて検討を行い、政府はコミュニティに学校運営の機会を与える
が、政治的エリートのみが学校運営の権限を握っているため、計画の策定と実施の間に乖
離があると指摘し、それを解決するため、親の関与、学校とコミュニティのパートナーシッ
プ、地域社会の関係に重点を置くべきであると結論づけた。
　Deepak Raj Parajuliら（2013）は、ネパールのコミュニティ・スクールの失敗の要因を
探り、予算のうち教育セクターには約 17％、その中で学校教育には 85％以上の予算が投
じられているが、公教育の実績は、私立学校と比べて少なく、その原因は、物理的インフ
ラの不足、教科書の配分遅れ、カリキュラムの質の課題、単一言語による教授、批判的な
教育指導の欠如および貧困などの問題であると考えた。
　石田洋子（2014）は、ネパールの教育格差に注目して研究を行い、所得格差、地域格差、
地理的格差、障害格差などにより教育格差が生じ、教育の質が低下していると指摘した。
　Man B. Bhandari（2015）は、教育の質に焦点を当てて研究を行い、教員が教育の質を向
上させるため、大きな役割を果たす必要があるにもかかわらず、多くの教員は、資格を持
たず、教員研修を受けないまま政治指導者によって任命をされているため、教員、学校運
営委員会、地元の政治家が公教育の質を低下させていると主張した。
　Damodar Khanal（2015）は、ネパールにおけるダリットに焦点を当てて包括的教育の課
題についての研究を行い、学校だけでなく、学校外の家族やコミュニティ内などで、社会
的格差が現れるため、教育分野のみならずその他の様々な要素に焦点を当てる必要がある
と指摘した。
　先行研究では、ネパール国内の教育分野での様々な課題、例えば、国民の多様性、財政
的課題、教授方法、教授言語の課題、コミュニテイ・スクールの能力不足、弱いガバナン
ス、政治的介入、教員の質の問題、地理的格差、民族間格差などの課題が明らかになって
きた。しかしながら解決策については、具体的な記述が少ない。教育政策において、学校
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へ行けない子ども達に向けた教育のあり方、学校の運営は地方政府・住民の参加、教員に
説明責任を果たせる、教育の質を向上させる方法などについて考えることが重要である。
　本論文は、次のように構成される。（Ⅰ）EFA、MDGsの前史として、2000年までネパー
ル政府が行った、主な教育計画の概要を述べる。（Ⅱ）EFA、MDGsについて簡単に述べ、
それに向けた、ネパール政府の教育計画を整理する。（Ⅲ）EFA、MDGs終了後の成果お
よび課題を述べる。（Ⅳ）指摘した課題の解決に向けて、方策を提案する。おわりに、こ
れまでの要約とともに今後の課題を明示する。
Ⅰ .　教育計画の歴史展開
　Pramod Bhattaによると、ネパールの教育計画は、以下のように作られてきた。まず
1951年に教育省が設置されたのち、1953年に教育省と対ネパールアメリカ合衆国援助事
業使節団が会合し、ネパールの教育状況の調査と国家の教育開発に向けた提言を行う特別
委員会の設置が勧告された。ネパール国家教育計画委員会（Nepal National Education Plan-
ning Committees = NNEPC）は、約 1年間の活動の後、1955年 3月に報告書を政府へ提出し、
それに沿って 1956年に初めての教育計画が策定された。同年に開発計画とその具体的な
政策を策定するための政府諮問機関として国家計画委員会（National Planning Commis-
sion = NPC）がつくられた 2。
　また 1971年には、国家教育制度計画（National Education System Plan = NESP）が策定さ
れ、その目的はパンチャヤット制 3に従って施策を行い、科学技術教育の普及させることで、
主としてネパール語による教科書の利用を目指し、教育開発へのすべての権限を中央に与
えた。高等教育については、優秀で経済的に貧しい学生に奨学金を与え、国内および海外
へ留学させ、研究者を育成することであった（Pramod Bhatta, 2009, pp. 1-19）。
　1990年に入ってからは国際社会で進められた内容を積極的に取り込むようになった。
その結果 1990 年にタイのジョムティエンで開催された国連の「万人のための教育（EFA）
世界会議」において採択された「万人のための教育宣言」の行動の枠組み、そして 1990
年に批准した「子どもの権利条約」に後押しされ、初等教育は基本的人権と貧困の撲滅の
2つの側面から定義づけられ、優先的に扱われた。ネパールにおいては、1990年に大規模
な民主化運動が起こり、立憲君主制の新憲法（1990年憲法）が公布され、教育分野での
ドナーの支援も増加した。
　1990年の民主化後、1991年にネパール政府は、1991-2001年の基礎・初等教育マスター
プラン（The Basic and Primary Education Master Plan = BPEP）を策定した。BPEPの目標は、
⑴基礎・初等教育の有意性を高めること、⑵基礎・初等教育への就学機会（アクセス）の
増大、⑶基礎・初等教育の質の改善、⑷教育管理の効率化などであった。マスタープラン
2　 これまで第 1次から第 13次まで実施され、現在第 14次（2016-2018年 3カ年国家計画）が実施中である。
その目的は、1990年民主化以前は、主に就学率の向上、学校校舎・施設の拡大、教員の研修、教科書出版社の
能力強化、男女平等などがあった。また 1990年の民主化以後は、主に女性・社会的に排除された国民への就学
機会の拡大、教育の質向上などに焦点が当たった。
3　 パンチャヤット制とは南アジアに広く浸透する政治体制で、「長老会議」という意味が充てられ、国事に関
して最も強大な権限を有していたのは国王であった。したがって首相、閣僚などの任命権も国王自身が有してい
た。また政党制は禁止されて、一切の政治活動を行うことも禁じられた。
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には、カリキュラム開発や試験制度の改善などの項目が列挙され、特に教育財政の運営の
効率化のための実策に重点がかれていることが特徴的である（Ministry of Education, 1997, 
pp. 1-2）。
　BPEP Iは、1993-1998年に実施され、その後継プロジェクトとして 1999年より、BPEP 
II 1999-2003が開始された。BPEP Ⅰ の成果および BPEP Ⅱ については、亀井慶二のまと
めがある。BPEP Ⅰ では、教室の建設、カリキュラムや教科書の改善、教員の研修などの
コンポーネントについては改善がみられ、終了後 1999年から 2004年に実施された BFEP 
Ⅱ は、学校施設の設立・改修、学習方法の改善、カリキュラム・教科書の改訂、就学前
教育の充実や教員研修および教員に対する必要な専門的支援の提供などによって初等教育
の量的・質的改善を図ることを目的とした教育改革プログラムである。BPEP Ⅱ は、基本
的に BPEP Ⅰ を受け継いだものと捉えられているが、内容の改良が加えられ、全国的に
及んでいた（亀井慶二、2004, pp. 93-94）。
　以上、2000年まで行われた様々な教育計画によって、国民に教育の重要性を感じさせ、
多くの学校が建設され、教育のベースが構築された。その結果、2000年までの小学校へ
の就学率は、81.8%までに上がり、全体的な識字率は、48.6%までになった。しかしなが
ら中退および留年率が高く、男女平等指数が低く、学校インフラは不足し、教育の質が低
いという状態のままであった。
Ⅱ .  2000 年以来の教育計画
　教育開発の分野において、2000年に入り国際社会の動きは、急速に速まった。以下で
外務省のまとめである。2000年 4月に、UNESCO、UNICEF、UNDP、国連人口基金
（United Nations Population Fund = UNFPA）世界銀行の共催し、ダカール世界教育フォーラ
ムの国際的開発のアジェンダとして次の 6つの目標 EFA（2001-2015年）を採択した。そ
れらは、A）就学前の教育の普及、B）初等教育へのアクセスの向上、C）教育の質の改善、
D）男女格差の是正、E）成人識字率向上、F）ライフスキルの教育の普及であった 4。
　また、2000年 9月、国連ミレニアム・サミットに参加した 189カ国によって「国連ミ
レニアム宣言」が採択された。これをもとに 2015年までに達成すべき国際社会共通の目
標としてまとめられたのがミレニアム開発目標（MDGs）であり、そこでは、8つの目標
が立てられた。その中で教育と関係する国連ミレニアム開発目標の第 2目標は、すべての
子どもたちが、男女の区別なく初等教育の全課程を修了できるようにすることであり、具
体的には、1）初等教育における純就学率の向上、2）第 1学年に就学した学生のうち初等
教育の最終学年まで到達する学生の割合の向上、3）15-24歳の男女の識字率の向上であっ
た 5。
　以上に見られるように、EFAダカール目標とMDGsの第 2の目標の共通点は、初等教
育への就学率の向上、識字率の向上、男女格差の是正などであった。2015年までに国際
社会が設定した目標を達成するために、ネパール政府もいくつかの教育計画を行なった。
それらは、教育省が行なった長期的な教育計画、NPCが行なった国家計画の中の教育分野、
4　 外務省、 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/education/index.html （2019/01/06アクセス）。
5　 外務省、http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs/about.html#background （2017/05/10アクセス）。
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ドナーと政府が共同で行った教育計画であり、以下の通りである。
1．第 10 次国家計画（2002-2007 年）
　第 10次 5カ年国家計画 2002-2007年（第 10次）の概要は以下の通りである。まず、
教育を国の現実に結びつけ、「万人のために教育」と「開発のための教育」の概念のも
とで、利用可能な資源が最適な状態で使われるために、教育を発展させる。また、教
育分野では、有能で、生産的で、規律ある社会的責任を持つ市民を育成するために、
21世紀の課題に十分に対応できる能力を身につけることが重要である。教育の質を向
上するための適切な政策と計画の策定と実施を行い、モニタリングは、コミュニティ
の参加によって確保をする。地方分権の方針に従って、行政と教育の地方分権化を進め、
民間セクターの役割を効果的かつ適切に定める。
　政府は、EFAの目標を達成するために、全ての国民に教育の機会を与え、質の高い
就学前教育の提供、初等中等学校への就学率および質の向上、大人の識字率の向上、女
子の就学率の向上にむけたインフラの質改善などに焦点を当てた。そして初等・中等教
育によって国民の識字率を向上させ、教育によって国民の所得および生活水準を向上
させることを目標とした（National Planning Commission, 2002, pp. 336-345）。
　第 10次の教育分野において、政府の方針は、EFAおよびMDGsに記載された目標と似
たような目標を設定したことが考えられる。
2．コミュニティ・スクール支援プロジェクト（2003-2008 年）
　コミュニティ・スクール支援プロジェクト（Community School Support Project = CSSP）
とは、世界銀行の支援のもとで策定された計画であり、それまで、政府によって管理・運
営されていた学校の一部に関して、一括で Rs.100,000（約 US$1,200）をコミュニティに
与え、学校の管理・運営をコミュニティによって行うものである。このプロジェクトは、
当初は 3年間と 2回 1年ごとに延長し、合計 5年間行われた。コミュニティによって管理
された学校は、職員の採用や管理を含む学校運営の完全な権限を持ち、政府に管理されて
いる学校より優れていると期待された。CSSPは、持続可能な方法で支援され、教育の質
と効率性を向上させ、ネパールがMDGs目標を達成するのを手助けするために、速いペー
スで調整されたプロジェクトである。CSSPは、4つのコンポネートで構成され、それらは、
「学校補助金」、「奨学金」、「能力構築」、「モニタリングおよび評価」である（World Bank, 
2003, P. 22）。
　CCSPによって、学校の管理をコミュニティが行い、学校運営のすべての権限をコミュ
ニティに与え、地元の問題を住民によって改善することが目標とされた。それによって、
就学率が向上し、教育の質が上がり、MDGsの目標を達成のためのより早い手段と考えら
れたのである。
3．EFA NPA（2004-2009 年）
　ネパール政府は、ダカール行動枠組みに沿って、基礎・初等教育分野の長期的な上位計
画である EFA NPAを 2003年に策定した。EFA NPAの目標は、A）就学前教育の拡充と改善、
B）すべての子どもに対する教育のアクセスの確保、C）先住民や少数言語話者を含むす
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べての子どもの学習ニーズを満たすこと、D）非識字の成人の減少、E）男女格差の排除、
F）すべての側面における教育の質を向上させることなどであった。以下の表 1は EFA 
NPAの目標と具体的な内容について記載した表である。
　
　　表 1　EFA NPAの目標と具体的な内容
目標 主な内容
就学前教育の拡充と改善 村落の教育改善計画や学校施設、代替学校、校舎の改築と教員の訓練など
のための教材や備品の支給を行う。
すべての子どもの就学機
会の確保
教科書の新たな配布、心身障害者への教科外活動を郡教育事務所にて開催
する。
先住民・小数民族の子ど
もたちの教育の妥当性
小学校における母語の使用が中等教育に必要であることを強調し、質的支
援と教員研修を通じてカリキュラムのニーズを満たすための政策目標を設
定する。
成人識字の改善 ノンフォーマル教育と初等教育、識字率レベル教育の重要性に関する全般
的な認識が強く結びついていることを踏まえる。
社会的・男女格差の是正 男女格差と社会格差を排除するための戦略を強調し、先住民や言語的少数
民族を含むすべての子どもの学習ニーズを満たす。
教育の「質」の改善 能力構築は、校長、教員、講師、リソースパーソン、学校監督者の全体的
な学校開拓のための専門リーダーとしての能力向上を目指す。
　出典：Ministry of Education, 2003, Education for All 2004-2009に基づき筆者作成。
　EFA NPAは、2000年に国際社会が設定した目標に対して、それらの目標を達成するた
めに、教育省が策定した初めての計画である。EFA NPAは、政府により国際的な目標に
国内のニーズを反映し、策定された。それまでの計画に少なかった就学前教育の拡充と改
善と少数民族等を含むすべての子どもたちの教育の包括的教育、成人の識字率、教育の質
を向上させることなどが盛り込まれた。
4．第 11 次国家計画（2007-2010 年）
　第 11次 3カ年国家計画（第 11次）は、3カ年暫定国家計画であり 6、教育分野では、
長期的な目標として、意識的で有能で生産的な国民と人材が国内市場と国際市場の需要に
応じて受け入れられるようにし、豊かで現代的なネパールを建設するために、民主的、包
括的、公平、質的な基礎教育を確実にすることが目指された。教育は、社会開発のための
重要手段として位置づけられ、Ⅰ . 包括的教育（障害児、被差別民族等の社会的弱者を含
む教育）を発展させる、Ⅱ . 基礎教育を自由で平等に受けるように、就学機会の拡充と教
育の質を改善する、Ⅲ . 技術・職業教育の促進により質と雇用志向の教育を提供すること
を政策方針に掲げ、具体的な目標を以下のとおりに定めた。
　①前期中等教育レベル（8学年）まで無償教育を提供する、②ダリット、少数民族、ム
スリムに初等教育から高等教育まで質の高い教育への就学機会を与える、③地方レベルで、
生涯教育を強化し、実施する、④各 VDC（Village Development Committee）に小学校を設
立し、地域住民による学校の運営を行う、⑤母語による教育を促進する、⑥奨学金制度と
6　 第 11次の背景は、2006年に起こった政治変化後の初めての計画であり、暫定計画であった。まず憲法制定
議会選挙を行い、それによって新憲法を制定した後に 5カ年国家計画を策定するため、それまで暫定的に 3カ年
国家計画が策定された。
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職業・技術教育・就学前教育を強化することなどであった（National Planning Commission, 
2007, pp. 261-265）。
　第 11次は、2006年の政治変化および 10年間（1996-2006年）続いた内戦が、終了後
の初めての計画であり、国内の政治的コミットメントが多く反映された。また、社会
的に恵まれてない国民に焦点を当てて策定された計画であった。
5．SSRP（2009-2015 年）
　SSRPの背景は、EFA NPAにおいてアクセスと就学が大幅に改善されたが、教育の質を
上がってなく、にも関わらず、多くの子どもは潜在的な能力を発揮できず、2009年に終
了したことであった。そこで、2015年までに就学率・識字率の 100%達成および教育に
おける男女格差是正という目標を達成するために、教育省により新たな計画 SSRPが策定
された。SSRPは、EFA NPAの後継プログラムでありながらも、学校教育の構造改革・教
育の質の向上・遂行責任の制度化にみられる戦略的干渉によって特徴づけられる新しい内
容も導入された。
　SSRPは、大枠の開発計画として位置づけられ、上位ゴールには人材の持続的な能力強
化により社会・経済発展に貢献することが設定され、教育の権利、男女平等、包括や公正
性等の重要な政策上のゴールや価値観に基づき、生産的な生活を享受するのに必要な基本
的なライフスキルや知識を身につけることが目指された。それまであった 1-5学年、6-8
学年、9-10学年、10-12学年制度は、基礎教育として 1-8学年と中等教育として 9-12学年
に分けられた。その他技術教育および職業トレーニング、教員の専門性開発などに重点が
置かれた。
　以下にWorld Bankのまとめを記す。SSRPの目的は、（1）アクセスと公平を拡大し、（2）
質と有意性を向上させ、（3）学校制度全体の制度的能力を強化することである。それらの
詳細は次の通りであった。
1. 包括的な発展を促進し、基礎教育を準備するため、4歳の子どもに就学前教育へのア
クセスを拡大する。
2. すべての子ども（5-12歳）に質の高い基礎教育への平等なアクセスを確保する。
3. 青年と大人の機能的な識字能力を高める。
4. 中等教育へのアクセス、投資、質、優位性を高める。
5. ソフトスキルに基づいた、技術・職業教育を備えた、中等教育の学生を育成する。
6. 教育省のサービス提供のパフォーマンスを改善し、重要な改革実施能力を開発する。
7. 学生の学習を促進するため、教員の資格と専門能力を高める（World Bank, 2017, P. 
46）。
　SSRPは、EFA、MDGsの目標を達成するための最終的な計画であり、それらの目標を
達成に向けて、策定された。就学前教育から 12学年までを学校教育として定めた教育計
画であり、生涯教育、技術教育にも焦点を当てた。
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6．第 12 国家計画（2010-2013 年）
　第 12次 3カ年国家計画（第 12次）も第 11次と同様 3カ年計画であり 7、教育分野での、
長期的な考え方として、教育セクターの目的と戦略は、包括的かつ公正で質の高い教育を
確保することによって、国内市場と国際市場の需要に基づき、繁栄したネパールのための
意識的で生産的で競争力のある市民を生み出すことであった。
　第 12次の目標は、①就学前教育施設を拡大する、②全ての国民（女性や貧しい地域
の国民）に教育の機会を提供し、教育と生活を結びつけ、技能と仕事との相互関係を確立
する、③質の高い教育を確保し、全ての国民に義務的な基礎教育（1-8学年）を提供し、
中等教育（9-12学年）への公平で包括的なアクセスを拡大する、④職業・技術教育と雇
用志向の教育を発展させる、⑤全てのレベルで、社会的変化を積極的に促進する手段とし
ての教育を発展させる、⑥コミュニティと学校の間のパートナーシップを調整し、それを
活用し、学校全体の質を向上させることであった（National Planning Commission, 2010, pp. 
177-179）。
　第 12次は、女性および貧しい地域の国民に焦点を当てた、包括的および公平な教育に
よって、国内市場と国際市場の需要に基づき、国民を育成することが目標とされた計画で
ある。
7．第 13 次国家計画（2013-2016 年）
　第 13次 3カ年国家計画（第 13次）の長期的な考え方は、教育によって、2022年ま
でに後発途上国から発展途上国になることと国民の所得を上げることであった。教育
分野では、長期的な考え方は、全ての国民に質の高いレベルの教育を保証し、国内およ
び国際社会で競争力のある国民を育成することであった。第 13次の目標は、①全ての国
民に平等な教育の機会を与える、②全ての教育は、質の高い生活技能を促進し、雇用指向
と時代の関連性を改善する、③教育システムをクリエイティブ、実践的、包括的で平等に
する、④教育制度の全体的な効率性、有効性および説明責任を向上させることであった
（National Planning Commission, 2013, pp. 135-140）。
　第 13次は、包括的および公平な教育を行い、教育の質を向上させることに焦点を当て
た計画である。以上、EFA、MDGsの 2015年目標達成に向けて、ネパール政府が策定し
たいくつかの計画を見てきたが、策定はされるものの、成果があまり見られないためか、
同じ目標が何回も書かれているのがしばしば見受けられる。
Ⅲ .  EFA、MDGs 終了後の成果および課題
ⅰ．EFA、MDGs の成果
　EFA、MDGsの目標を達成するためにいくつかの教育計画を策定され、実施された結果、
就学率が上がり、識字率が向上し、男女平等指数は目標を達成した。しかしながら恵まれ
てない人々の就学および教育の質に課題がある。以下は、EFAの目標に対する成果に関
7　 憲法制定議会の選挙が行われたにも関わらず、政党間に対立が起こったため、憲法制定議会によって憲法を
制定できなかったため、短期となった。
21
ネパールにおける教育計画の展開と課題に関する総合的研究　（ギミル）
する表である。
　
　表 2　EFAの主な目標と達成率
項目 2001年 2012年 2015年の目標
就学前教育の就学率 12.8% 77.7% 80%
就学率（1学年） 81.8% 95.3% 100%
教員生徒比率 39.9% 26.9% 30%
留年率（1学年） 38.7% 19.9% 10%
サバイバル率（5学年） 65.8% 84.1% 90%
　出典 : UNESCO, 2015, Education for All National Review Report 2000-2015, pp. 12-13に基づき筆者作成。
　以下に UNESCOのまとめを記す。就学前の教育に関しては、77.7%までに達成され、
2000年に比べて 7倍上がっているが、教員と生徒の比率が低く、教育の質に課題がある。
また、初等教育へのアクセスの向上に関して、学校数が増加し、アクセスは向上し、就学
率が上がったが、内部効率と教育の質については、満足できない。そして、教育の質の改
善に関して、研修を受けた教員の数が増加し、中退および留年率が下がったが、教育セク
ターに与えた予算額が少なく、地域的格差大きく、学習成果は低いのである。さらに男女
格差の是正に関して、学校教育において男女格差の是正は達成されたが、大人については、
課題がある。その他、成人識字率向上に関しても課題があり、地方の住民、女性、先住民
族、ダリットおよび貧しい国民の識字率は特に問題である。最後に、ライフスキル教育に
関して、技術教育および職業訓練は、多く実施されたが、ネパールのライフスキル教育は、
国際的な標準には、まだ遠い現状である（UNESCO, 2015, P.1）。
　MDGsの目標達成についての評価では、初等教育の就学率は、96.6%に達し、生存率お
よび 15-24歳識字率は、大幅に増加し、小学校レベルの就学率における男女比率も改善し
た。しかしながら、タライ、中西部、極西地域の子ども、障害のある子どもの就学率に課
題がある。さらに資源の不足は、教育の質を向上させるための大きな制約で、その結果、
ネパールは 2015年までMDG 2の目標を完全に達成することはできなかったと述べてい
る（National Planning Commission, 2016, P.Ⅴ）。
　以上、EFA、MDGs終了後の報告書において目標は完全に達成をされなかったが、就学率・
識字率・男女平等指数が上がっている。しかしながら、教育の質に関しては、課題である
と指摘している。以下では、ネパールの教育の課題について述べる。
ⅱ．EFA、MDGs 終了後の課題
　ネパールにおける教育の課題について、以下に Robin Shields & Jeremy Rappleyeのまと
めを記す。ネパールでの教育を真に理解するためには、ネパール特有の複雑な事情の認識
が重要である。ネパールの人口は 2,800万人で、92カ言語を話す 123の民族が含まれ、世
界でも有数の多民族国家の一つである。文化や民族性の多様な影響と財源が限られ、経済
成長が比較的低い国では、社会的および教育的な不平等に陥りやすい。特にカースト、民
族、都市部と農村部の大規模な分裂は、ネパールの教育の大きな課題である（Robin 
Shields & Jeremy Rappleye, 2008, P. 266）。
　ネパールにおいて、教育分野の最も大きな課題は、普遍的なアクセスと初等教育・基礎
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教育の完成を確実にすることである。3%以上の少年は、未だに不登校、中退・留年率が
高く、中等教育でも業績、効果、学習の質は低い。また貧困層や社会的に恵まれないグルー
プ出身の学生は、教育機関へのアクセスが少なく、特に農村地域のグループが未だに、学
習機会を奪われている。そして地理的格差、言葉の格差、学校間格差、就学前教育のため
の施設の問題、教育分野での予算の不足、職業・技術的教育の問題、政治家の激しい介入、
カリキュラムの問題、教員の問題などを問題として指摘をすることができる。
　これまで考えた課題に優先順位を付けて、以下のように取り上げ、述べる。⑴アクセス
に関する課題、⑵インフラに関する課題、⑶言語・カリキュラムに関する課題、⑷教員に
関する課題、⑸格差に関する課題、⑹その他の課題である。
（1）アクセスに関する課題
　学校教育のアクセスは、全面的に増加したが、特定の地域、特定のカーストや民族集団
の子どもたちに関する格差は残っている。また 1学年では、純就学率（NER）が大幅に増
加しているが、第 1学年（6.4%）と第 8学年（6%）では、ドロップアウトが特に高いこ
とが問題である。中等教育の 11学年と 12学年の入学率が低いことも懸念され、多くの学
生は、高いレベルの教育に進むにつれて、学校システムからドロップアウトする。また
11学年生と 12学年生には月額学費を請求するため、貧困層の学生がさらなる学習を進め
るのは困難になる（World Bank, 2017, pp. 50-55）。
（2）学校インフラに関する課題
　ネパールは、多様な地形を持つ山岳国で、山岳地域では、学校建設は難しく、都市計画
が進んでないため、国民は、分散し生活をしている。建設された校舎などの最低限の安全
基準も規定されてない。校舎だけではなく、校舎までの歩道、トイレ、飲料水の設備、電
気回線などの最低限のインフラも不足している。また同じ教室で複数学年の授業を行わな
ければならないことも重要な問題である。
　以下に、石田のまとめを記す。学校施設が不十分であり、教育段階によって、学校が分
れているわけではなく、1年生から 12年生までを一つの学校でカバーすることもしばし
ば見受けられる。他方で農村部には、低学年しかカバーされていない小規模な学校も多い
のである。10学年生、12学年生までカバーしている大規模校は校舎や教員が整備されて
いることが多いと述べている（石田洋子、2014, P. 9）。
　以下に、Deepakらのまとめを記す。校舎の不完全について、ドナーによって、建設さ
れた建物を除いて、コミュニティ学校の校舎の多くは質が低い。いくつかの場所で、学生
は、青空教室、モンスーンの季節に水がいっぱいになる建物で学習をしなければならない。
また、学校のない、ないしは、学校からの距離が遠すぎる地域については、山と丘の中な
ど難しい地形で、多くの国民に教育サービスを提供することが任務になる。コミュニティ
は広く分散し、教育を含むサービスへのアクセスが制限されている。学校の不公平な配分
があり、地方では学校が全くなく、都市では、近くに複数の学校を見つけることをできる
といった状況が存在する（Deepak raj Parajuli, Tapash Das, 2013, P. 151）。
（3）言語・カリキュラムに関する課題
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　言語・カリキュラムに関する課題について、以下に Man B. Bhandariのまとめを記す。
暫定憲法（2007年）は、母語で初等教育を受けることは、基本的人権として宣言してい
るが、以前の「単一言語政策」が社会的に現在でも残っていることが問題である。また、
子どもの家庭で使われている言語と学校で使われている言語が異なり、多数の学生が中退
する主な要因の 1つは、教授の言語である。ネパールでは、すべての学校で多言語教育を
実施するには、一つの教室での多言語の使用、多言語の教員の不足、教科書と教材の欠如、
多言語の教材の欠如などが主要な要因である。その他、多様性に対するカリキュラムは限
られ、母語ではない教育教材は、教育における質の問題である（Man B. Bhandari, 2015, 
pp. 7-12）。
　カリキュラムの課題について、以下に Deepakらのまとめを記す。ネパールで開発され
たカリキュラムは、実践的な教育に向けられていず、多くのカリキュラムは、更新されて
ないため、学生のパフォーマンスを低下している。教育省により、地方の重要課題と文化
の問題を含めた、地方カリキュラムの実施が規定されているが、学校では準備・実施をさ
れていない。ネパールは、地理的、文化的、宗教的、カースト的、民族性的多様性があり、
すべての国民の多様性に対応することができない状態にあり、カリキュラムの必要性が意
識されていないことも学校のパフォーマンスを低下している（Deepak raj Parajuli, Tapash 
Das, 2013, P. 152）。
（4）教員に関する課題
　教員に関する課題について、以下に Timsinaのまとめを記す。コミュニティ学校の教員
の多くは、学校をさらに政治化し、教育学習活動に影響を与える政党のマニフェストに近
い組合と提携をしている。校長は、仕事で教員を昇進させる責任も負う者であるが、多く
の学校では、校長と教員との間に、何らかの葛藤があり、両当事者の間に自我を生み出す。
その結果、高度な政治力と政党の影響、教員の欠勤、非効率性が公立学校の質を妨げる主
な要因となっている（Timsina, 2008, P. 33）。
　また Deepakらは、次のような問題点を指摘する。多くのコミュニティ学校では、監視
が不足しているため、実際の教員は、ケタラ教員（教員が借りる教員）を任命し、彼に給
与の一部を与え、自分が他の仕事や自分のビジネスに携わり、他の活動に関わっていても
仕事を失う心配はない。政府は、10年間以上実際の教員の募集をしていず、教員の多く
は高齢であり、資格を更新されていない（Deepak raj Parajuli, Tapash Das, 2013, pp. 151-
152）。
　World Bankは、次のように指摘している。ADBの支援に関する戦略的政策行動の半分は、
教員募集、配備、訓練、業績管理、キャリアパスの問題に重点を置いた。そうしたなか、
教員の管理は、政府による教員の不均等な配備、教室での教員のパフォーマンスおよび教
員の給料支払いの予算の不足という点で重大な懸念事項であった（World Bank, 2017, pp. 
13-14）。
　以下に Annapurna Postのまとめを記す。教員に説明に対する責任感を持たせることがで
きず、教員研修で習ったことが現場で活用できてない、政治家によって任命された多くの
教員は、教えることよりも組合に入り政治活動をする、学校の質を向上させるために、監
視者としてリソースパーソンを任命しているが、しっかりと監視できてないと述べてい
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る 8。
　Man B. Bhandarは、多くの教員は、政治指導者の裁量で、資格、研修、経験を考慮しな
いで任命をされていること、その結果、学生は、質の低い教育を受けることになり、初等
教育での教え方や学習活動は、教科書の内容の暗記に最も重点を置いていることを指摘し
ている（Man B. Bhandari, 2015, P. 9）。
（5）格差に関する課題
　石田洋子は、ネパールの教育格差に注目し、研究を行い、石田は、所得格差について、
初等教育が無償であるとはいっても、制服や履物、文具代などにはお金がかかる。また、
地域格差に関して、都市部は交通の便がよく大規模で施設も整備された公立学校が多く、
教員も都市部の学校に勤務することを好む。そして、言語による格差について、多くの公
立学校では、ネパール語が教授言語であり、家庭とは違う言葉で授業を受けている。母語
を教授言語とすることもあるが、多くの教材と進級試験や修了試験は、ネパール語か英語
で受ける必要がある。その他、障害による格差については、障害を持つ子どもたちが通え
るような学校の施設、教材等は整備されず、特別支援教育の訓練を受けた教員も限られて
いる。最後に石田は、公立と私立学校間の格差に関しては、私立学校と比較し、公立学校
の教育の質に問題があると指摘している（石田洋子、2014, pp. 8-9）。
　またMan B. Bhandariは、教育がクラス・階級・カースト・民族と関連し、下層階級の
人びとは、教育への権利を奪われていること、社会・文化的にまだ格差があり、都市の子
どもたちは、私立学校や公立学校での教育を続けているが、地方の子どもや少数民族の子
どもたちは、学校へ行くことをできていないこと、ダリットと貧困層の識字率は低く、政
府は彼らの教育に対し、効果的なプログラムを実施していないことを指摘している（Man 
B. Bhandari, 2015, pp. 10-11）。
（6）その他の課題
　教材について Deepakらは、教員の学習活動を円滑にするための指針にすぎないが、教
材に割り当てられる予算が少ないため、学校の教材が不足し、コミュニティ学校の質が低
下していること、学習教材、教員の能力開発、図書館開発、コンピュータ教育にかかる支
出が少ないことを指摘している（Deepak raj Parajuli, Tapash Das, 2013, P. 151）。
　学校運営に対するコミュニティへの権限に関する課題について、以下に Peshal Khanal
のまとめを記す。学校の意思決定プロセスに関しては、PTAやその他の小委員会などの
役割を制度化し、強化することによって、親の参加範囲を広げることを目指している。し
かし、外国と異なり親と教員のパートナーシップを制度化しようとする努力は、トークン
主義（Tokenism）の約束に結びついている。親の学校への参加という目標にもかかわらず、
教員に対する教育、親に対する教育、親の関与、学校と家族のパートナーシップ、地域社
会の関係、多文化コミュニケーションに重点を置いていないのである（Peshal Khanal, 
2013, P. 245）。
　以下は Robin Shieldsらの指摘である。ネパールにおける私立教育の志向が高まる中で、
8　 नेपाली विषयको दुर्दशा  http://annapurnapost.com/news/74121 （2017/09/04 アクセス）
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公平問題も重要な懸念事項となり、世銀が率いる世界の多くの援助国は、不十分な予算財
源の中で学校の登録を増やす手段として、私立学校を推進してきた。SLCの合格率に基
づく私立学校の質が高く、公立学校の 40%未満であるのに対して、私立学校では 80%以
上である（Robin Shields & Jeremy Rappleye, 2008, pp. 272-274）。
　Annapurna Postは、公立学校は、地方のミドルクラスの国民の政治活動を行う場所であ
り、近隣の教員の働き場ではなく遊び場であると指摘する。また、彼（彼女）は、公立学
校では、毎年予算額があがり、研修を受けた教員の数は上がる傾向にあるが、入学する学
生の数は私立では向上する一方で、公立では減少する傾向にあること、その原因の一つと
して、公立学校の教員の説明責任が欠如していること、また教員、学校運営委員会のメン
バー、PTA（Parent-Teacher Association）のメンバーが会議に参加するのに手当を要請する
ことが挙げられると述べている。
　また、2015年以前の SLCの試験では、約 30%の公立学校の学生のみ合格していたため、
SSRPの下で、不合格はなしにする SEE制度を導入した。しかしながら、新たな制度に対
応するべく指導方法が変わってない。また単一科目制の SEE試験では、A+を得た学生は
全学生中、2016には 3.76%、2017には 2.76%で教育の質が下がる傾向にある 9。
　以上に加えて、私の考えでは、政治家の激しい介入、学校での最低限のインフラの不足、
アクセスの問題がある。政府は公教育が無償の教育と言っても、実際に教育は無償ではな
く、1年間に学校活動の名目でいろいろな支払いをしなければならない。教育省が十分な
教員を提供していないため、学生から資金を集め、教員を学校に配置するための資金が必
要となることもある。教育省が教科書を供給しているが、学校まで輸送費がないため、配
布が遅れたり、学生への負担が上がったりすることもある。さらに、公立学校では、入学
式がお祭りのようになり、入学させ、1日だけ学校へ行き、その後は、学校へ行かない子
どももたくさんいる。子どもたちの学校へ行かない原因は、家族の貧困、子どもに家庭の
仕事をさせること、親がない・ホームレスの子どもたちであること、身体的に障害を持つ
子どもたちであることである。以下の表 3は本論文で指摘された共通の課題順に関する表
である。
　表 3　共通する課題順
社 会・
経済的
格差
教 員 
に 関
する
教育
言語
カ リ
キ ュ
ラム
教科書・
教材
コミュ
ニティ
参加
地方
への
権限
イン
フラ
財政に
関する
政治的
干渉
貧困層の
アクセス
石田洋子 〇 － 〇 － 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
Annapurna Post 〇 〇 － － 〇 〇 － 〇 〇 〇 〇
Bhandari 〇 〇 〇 〇 － － － － － 〇 〇
Deepak 〇 〇 － 〇 〇 － － 〇 － － 〇
Khanal 〇 〇 〇 － － 〇 － － － － －
Robin Shields － － － － － － 〇 － － － －
Timsina － 〇 － － － － － － － 〇 －
注：〇とは、扱った課題の項目
注：－とは、扱ってない課題の項目
9　 http://annapurnapost.com/news/74121 （2017/09/04アクセス）。
26
人文公共学研究論集　第 38号
　以上の表をみると、先ず教員に関する課題が多く指摘され、特に政治家によって教員が
任命・管理される点に問題があり、教員の能力不足と教員の組合への介入を挙げられる。
また、政府の能力が低いであるため、説明責任が低く、財政管理の問題、モニタリングお
よび評価などの問題がある。次に社会・経済的格差が指摘されている。そして、政治家の
干渉について、計画実施または教員の任命に激しい介入がある。さらに、校舎、トイレの
ようなインフラと教科書などの教材の提供などにも問題がある。その他、試験制度、カリ
キュラム、教育の質、コミュニティの参加などの問題があると認識できる。
Ⅳ . 今後の方向性
　前章で挙げた問題点を解決するために、短期的、中・長期的対策を考える。短期は
2023年まで 10、長期は 2030年まで 11と設定している。それらを、以下の表 4で示す。
表 4　主要な課題と対策
課題 対策（短期、中・長期）
財政管理 短期
財政管理能力強化、会計能力強化、資金運営透明性の推進、腐敗削減のため法律規定、
全国的適切な予算配分のため、地区予算配分の仕組みの改善
中・長期
教育分野の予算増加、資金運営における銀行の活用
教育省の能
力
短期
質の高い・正確なデータの収集、政府の他の機関との緊密なコーディネート
中・長期
教育省の職員の能力強化と説明責任、独自性のある教育カリキュラムの開発
中央・地方
によるモニ
タリング評
価
短期
リソースパーソンの研修により能力強化、財政・社会監視の強化、I/NGO間の活動調整
中・長期
全体的に評価基準の改善
10　 ネパール政府の目標 2023年までに現在実施中の SSDPが終了するため設定した。SSDPとは、SSRPが終了
し、SSRPで達成をできなかった目標を達成させるために、それに続く新たな（2016-2023年度）計画である。
SSDPのビジョンは、国の社会経済的変革のために、自己持続可能で、競争力があり革新的で価値ある市民の育
成に貢献することであり、ミッションは、ネパールの地位を 2022年までに最貧国から高め、2030年までに中所
得国の地位に達するために必要な人的資源を生産することである。目標は、全ての国民に、効果的な識字教育を
行い、生産的な生活を楽しむために必要な基本的なライフスキルと知識を身に付け、発展させることで、人材能
力の継続的かつ包括的な開発を通じて社会経済開発に貢献し、文脈と必要性の多様性、今後の連邦の連邦化を考
慮に入れている。SSDPでは、平等な教育機会、質の高い教育、教育の効率（地方政府の説明責任）ガバナンス
と管理（地方政府と連邦の州と中央政府間関係）、などを強化する。SSDPのコンポーネントは、基礎教育、中
等教育、識字と生涯教育、教員の管理と専門性開発、能力開発の制度化、モニタリングおよび評価制度の強化、
試験制度の改革、ICT教育の強化、災害リクスの軽減と復旧、健康と栄養であった（MOE, 2016, School Sector 
Development Plan, 2016-2023）。
11　 2030年は、中所得国になるという政府の目標と国際社会の目標である、持続可能な開発のためのアジェン
ダ （Sustainable Development Goals= SDGs）2030年達成に合わせて設定した。SDGsとは、2016年から 2030年ま
での国際目標であり、貧困を撲滅し、持続可能な世界を実現するために、17のゴール 169のターゲットからな
る「持続可能な開発目標」を掲げている。その目標はすべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生
涯学習の機会を促進することである。（持続可能な開発のための 2030年アジェンダ　http://www.mofa.go.jp/mofaj/
ﬁles/000101402.pdf （2017/10/08アクセス）。
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格差 短期
貧しい子どもに対する特別支援、障害を持つ子どもたちが学校へ通えるような環境の整
備、地理的格差の削減に関する方策規定、都市と地方間の格差の削減に関する規定の策定、
地方と都市での学校・教員の比率調整
中・長期
公立学校と私立学校間格差是正規定、全国民の識字水準・所得水準向上
就学率向上 短期
就学してない 3.4%の子どもに対する特別支援、教育は社会・経済とリンク
中・長期
地方政府による義務教育の制度化
留年・ドロッ
プアウト
短期
母語での教材と授業、現地の教員の雇用、奨学金制度の強化、コミュニティ、校長の役
割拡大、所得に関わる技術・職業教育
中・長期
最低限の学校インフラ設備・校舎の拡大、11と 12学年の月額学費免状制度導入
教員募集 短期
新たな募集の開始、現地の教員の雇用優先、The Golden Hand Shakeプログラムの強化 12
中・長期
女性教員の雇用の拡大、能力のある教員の採用、給料の向上、政治的干渉の禁止
教員研修 短期
資格の強化、研修制度の拡大
中・長期
モチベーション向上に、助成金制度の強化、学年と教科別適切な教員の確保、専門的な
知識の強化
教 員 管 理・
教員の説明
責任
短期
教員の能力強化、配備の多様化、適切な教員の確保、業績の評価、政治家の介入縮小
中・長期
政治活動の法律による制限、モニタリング・評価の強化、学習指導要領およびカリキュ
ラムに基づいた授業、責任負担の向上、教員に対するタイム・オン・タスクの義務化、
政治的干渉は最小限に
教育の質 短期
教科書および教材のタイムリーな提供、教員の説明責任
中・長期
カリキュラムのタイムリーな更新、学生と教員の比率是正、校舎建設
実施・地方
権限
短期
コミュニティへの権限の強化、学校運営委員会と PTAなどの役割を能力強化、地元に関
係者による監視
中・長期
実施基準策定、計画策定にダウンアップ方法導入
カリキュラ
ム・ 教 材・
教科書
短期
教材・教科書タイムリーな提供
中・長期
カリキュラムのタイムリーな更新、全国教科書・カリキュラムの一貫性
インフラ 短期
最低限の安全基準の規定、トイレなどの建設最低限のインフラの建設、遠距離の学生に
ホステル提供、未完全な校舎再建設
中・長期
都市化計画により分散化された国民の統一、地方での学校建設の拡大
12　 お金を与えて、政治家によって任命された講師を退職させるプログラム。
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ネパールにおける教育の課題を解決するために、先ずは、既存の財政管理の能力と会計能
力を強化し、予算配分の仕組みを改善することが必要である。また、資金運営の透明性の
強化と法律規定によって、腐敗を削減することが考えられる。今後は、教育予算を更に拡
大していくことが考えられる。国教育に関する情報を集めるため、正確なデータを取得す
るために、政府機関間コーディネートが必要である。教育省の公務員の能力を強化し、説
明責任を持たせるために、公務員研修の強化が必要である。
　教育省の能力強化のため、短期的対策として、質の高い正確なデータの収集、各機関間
のコーディネート、教育省内のモニタリングおよび評価に力を入れるべきである。中・長
期的対策として、公務員の研修の機会を拡大し、彼・彼女らに説明責任を持たせ、国際社
会で競争をできるような質の高い、ネパール独自教育計画とカリキュラムを開発すること
が考えられる。
　格差の課題について、階級、カースト、男女の差別は、社会および学術機関において撤
廃されなければならない。社会的格差、カーストの不平等を是正するために、地域社会、
家族の変化などが必要で、地方でできることを地方にさせる必要がある。格差を是正する
ために、短期的対策として、貧しい子どもに特別支援を行い、障害者も学校へ行けるよう
な環境を整える必要がある。所得格差、社会格差、地理的格差を是正するために、長期的
に、国民の所得・識字水準を向上させ、都市化を推進することを提案する。
　就学率を向上させるために、短期的対策としてまずは、就学していない 3.4%の子ども
に焦点を当て、特別支援を行い学校に入学させる必要がある。中・長期的対策として、国
民に教育の必要性を感じさせ、最終的には、憲法で規定された義務教育の法律を制定する
ことが考えられる。
　留年とドロップアウトを減少させるために、短期対策として、奨学金を強化するととも
に、トイレ、飲料水などの最低限のインフラを提供する。試験制度については、既存の制
度を強化し、単一科目認定の導入をする必要がある。中・長期的対策としては、母語で授
業を行い、コミュニティまたは、校長の役割を拡大させ、教育と職業をリンクさせること
を提案する。
　教員の募集については、短期的対策として、過去 10年間行っていない、教員の募集を
行い、政治任命の教員を The Golden Hand Shakeプログラムによって退職させ、女性、現
地の優秀な教員を採用するべきである。中・長期的対策としては、教員の資格、研修を強
化し、給料を向上し、助成金などによって、教員のモチベーションを向上させ、教員の専
門性を高めることを提案する。教員の管理について、短期的対策として、都市・地方で平
等に配分し、政治活動へ制限させ、モニタリングおよび評価を行う。中・長期的対策とし
ては、教員の資格、研修をさらに強化し、カリキュラムの変更、教員の仕事の変容をさせ、
説明責任を持たせるべきである。
　教育の質を向上させるために、短期対策として、教科書・教材をタイムリーに提供し、
教員学生の比率を是正させ、教員に説明責任させる必要がある。中・長期対策としては、
地方またはコミュニティに学校運営の権限を与え、効率的に実施させ、定期的にカリキュ
ラムを更新し、将来的には、計画策定にダウントップ方法を導入することを考えられる。
学校のインフラ建設に関しては、短期対策として、未完成は校舎を再建築し、地震などに
対応するために、最低限の安全基準を規定する。中・長期対策は、安全かつインフラを整
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えた校舎で、情報通信技術（Information and Communication Technology = ICT）などを活用
した教育の実施を望ましいのである。
おわりに
　本稿では、ネパールにおける教育計画の歴史的展開と 2000年以来、国際社会により設
定したされた、2015年までの目標に対してネパール政府が行ったいくつかの教育計画
を分析した。その結果、就学率および識字率には一定程度の成果が見られたが、目標
は完全には達成されなかった。
　今後ネパールの教育を改善するには、政治家が長期的な（約 20-50年間）教育のビジョ
ンを考え、教育と職業をリンクさせることが必要である。その際には、ネパールの現状、
伝統、文化、歴史を始め国際社会情勢を理解し、国際社会で対応できるような国民を育成
する教育を行う必要があり、そのためには、能力を持っている教員を優先に採用し、教員
の説明責任を法律によって規定する必要がある。また、学校建設、教科書の提供、教材の
提供、インフラ建設などの権限をコミュニティ、校長および学校監視者に与えることが望
ましい。
　今後の課題として、現時点でも学校へ行けない残りの約 3%の子どもにどのように就
学させるかと学校教育の全体的な質をどう向上させるかに関する具体的な方策として
研究を進めたい。
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